
１．特定の事業用資産の買換え特例（3 号）の概要 
   所得税の特定の事業用資産の買換え特例は、個人が

特定の地域内にある事業用資産を譲渡して、一定期間内

に特定の資産を取得し、かつ 1 年以内に事業の用に供

する等の所定の要件を満たした場合、譲渡益の一定割合

（課税繰延割合）に相当する金額の課税が繰延べられる

という税制です（租税特別措置法(措法)37 条。法人税で

も措法 65 条の 7 で同様の税制が設けられています）。

この特例のうち利用されることが多いのが、措法 37 条

1 項 3 号の買換え（以下「3 号買換え」）です。 
この 3 号買換えでは、国内にある土地等、建物又は

構築物で譲渡日を含む年の 1 月 1 日において所有期間

が 10 年を超えるもの（譲渡資産）を譲渡し、国内のあ

る一定の土地等、建物等又は構築物（買換資産）を取

得した場合に、適用を受けることができます。 
２．改正のポイント 
 令和 5 年度税制改正により、3 号買換えにつき次の見

直しが行われた上、適用期限が令和 8 年 3 月 31 日まで

3 年延長されました（改正法附則 32 条 6 項、7 項）。 
（1）課税繰延割合の変更 
 ①概要 
  令和 5 年 4 月 1 日以後の譲渡より、東京都の特別

区の区域から地域再生法の「集中地域」*以外の地域

への本店又は主たる事務所の所在地の移転を伴う買

換えの課税繰延割合が 90%（改正前 80%）に引き上

げられ、同法の集中地域以外の地域から東京都の特

別区の区域への本店又は主たる事務所の所在地の移

転を伴う買換えの課税繰延割合が 60%（改正前 70%）

に引き下げられました（措法 37 条 10 項）。 
*「集中地域」とは、東京都の特別区、武蔵野市、三

鷹市、横浜市、川崎市、大阪市等の、法令が定め

る一定の地域をいいます（地域再生法 5 条 4 項 5
号イ、同政令 5 条）。 

②課税繰延割合の変更の趣旨 
   集中地域の外から内への買換えは、地域再生法に

おける企業の地方拠点強化の促進と両立しないため、

改正前から圧縮割合が原則の 80%から 70%に引き

下げられていました。今回の改正では、集中地域の

外から東京都の特別区への本店の移転を伴う買換え

について、さらに圧縮割合が 60%に引き下げられま

した。一方、企業の地方拠点強化につながると考え

られる東京都の特別区から集中地域の外への本店の

移転を伴う買換えについては、圧縮割合が 90%に引

き上げられました（参考：財務省「令和 5 年度税制

改正の解説」（以下「解説」）398 頁）。 
（2）届出要件の追加 
 ①概要 

  令和 6 年 4 月 1 日以後、同一年に
．．．．

譲渡資産の譲渡

と買換資産の取得をした場合には、譲渡資産の譲渡

日又は買換資産の取得日のいずれか早い日を含む「3
月期間」の末日の翌日以後 2 ヶ月以内に、この特例

の適用を受ける旨、及び取得見込資産又は譲渡見込

資産の種類等を記載した届出書を税務署長に提出す

ることが必要になります（措法 37 条 1 項）。 
  なお、この要件は、同一年内に譲渡資産の譲渡及

び買換資産の取得をした場合の特例の適用要件であ

るため、譲渡資産の譲渡の前年中に買換資産を先行

取得する場合（措置法 37 条 3 項）や、譲渡資産の譲

渡の翌年以降に買換資産を取得する見込みの場合

（同条 4 項）等には、この届出は不要とされます。 
 ②「3 月期間」の意義 

「3 月期間」とは、1 月 1 日～3 月 31 日、4 月 1 日

～6 月 30 日、7 月 1 日～9 月 30 日、10 月 1 日～12
月31日の各期間をいいます（措法施行令25条3項）。 

 ③届出要件の追加の趣旨 
 3 号買換えは、土地政策又は国土政策の観点から、

特定地域からの追い出し促進や土地の有効利用促進

等を目的に設けられた特例です。しかし、複数の土

地等の売買取引を行う際に、申告時にその売買取引

を並べた上で特例の要件に合致する譲渡資産と買換

資産の組み合わせを事後的に作成し、適用を受ける

事例が見受けられ、問題視されていました。今回 3
号買換えの適用期限を延長するに当たり、このよう

な問題点を是正し、税制として適切に機能させるた

め、譲渡（又は取得）後一定期間内に本制度の適用

及び適用を受ける買換え（譲渡資産と買換資産の組

み合わせ）に関する事項の届出が、要件として追加

されることになりました（参考：「解説」402 頁）。 
（注）法人税の 3 号買換えについても、上記 2 とほ

ぼ同様の改正が行われます。ただし法人税の 3 号買

換えの改正では、2（2）①の「同一年」が「同一事

業年度」、②の「3 月期間」の意義が「事業年度をそ

の開始の日以後 3 ヶ月ごとに区分した各期間」とな

ります（措法 65 条の 7 第 1 項）。（担当：山崎信義） 
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